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研究要旨： 
本研究の目的は、我が国と諸外国における肥満及び関連疾患予防政策に対す

る基礎分析を行い、日本における政策提言を行うための基盤研究を行うこと

である。諸外国では肥満および関連疾患へのさまざまな予防策が検討されて

いるが、一定条件のもとでは有効で、よいとされている施策であっても、実

際実施したところ予測した結果が得られず、継続困難なものも認められた。

したがって、有効性のみならず、文化を加味した実施可能性の高い施策が必

要であると考えられた。一方、日本人は肥満の割合は欧米諸国に比べ少ない

ものの、脂肪分布に特殊性があり、内臓脂肪の蓄積が生活習慣病発症に強く

関連していることが示された。我が国の肥満政策を考えるうえで、体格指数 
(BMI)により分類される肥満者は当然のことながら、内臓脂肪型肥満者も対象

とした予防政策を考慮することが必要であると思われた。糖尿病等の生活習

慣病発症予防、医療費適正化を目指して平成 20 年度からはじまった特定健

診・保健指導制度では、保健指導の長期的効果も明らかとなっており、一定

の効果を得ていると考えられた。今後も、社会環境的・医療経済的な視点を

含めた政策が必要と考えられ、その成果などについて国際的な発信も求めら

れている。 
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A. 研究目的 
 近年食生活の変化に伴い、肥満者数

は増加しており、それに伴う糖尿病な

ど肥満関連疾患の増加が問題となっ

ている。我が国でも、加齢と疾病によ

り国民医療費は年々増加しているが、

肥満および関連する生活習慣病は、国

民医療費の約 3 割、志望者数の約 6 割

を占めている。生活習慣の改善により

回避可能な生活習慣病の発症は、国全

体で予防を図ることが重要であると

考えられる。 
 そこで、本研究の目的は、我が国と

諸外国における肥満及び関連疾患予

防政策に対する基礎分析を行い、日本

における政策提言を行うための基盤

研究を行うことである。 

 
B. 研究方法 
（平成 24 年度） 
 肥満政策俯瞰のため、まず肥満政策

の根拠となる研究として、これまでの

コホート研究等から得られた肥満や

メタボリック症候群に関する知見に

ついて情報収集を行った。また、我が

国および諸外国の肥満・関連疾患予防

に対する、①実施された政策の具体的

事例、②提案された政策、③政策の評

価に関する情報を、それぞれ収集した。

検索データベースは MEDLINE, 
Cochrane, Web of Science を用い、肥

満と生活習慣病発症の関連を検討し

た研究を抽出した。対象言語は英語と

した。また関連するレビューとその参

考文献や国際学会などでも情報収集

を行った。 
 情報収集の過程で、体格指数（Body 
mass index; BMI）は心血管疾患リス

クを十分に予測できないことや、内臓

脂肪型肥満が心血管疾患のリスクと

なること、また日本人においては

BMI>25 kg/m2の肥満者は男 30.3%、

女性 21.5%と諸外国に比べその割合

は低いものの(平成 23 年度国民健康・

栄養調査)、内臓脂肪型肥満者が多く、

施策につながる疫学研究として、日本

人における内臓脂肪蓄積の意義を明

らかにする必要があると考えられた。 
 そこで、縦断的解析により内臓脂肪

蓄積がメタボリック症候群(MetS) の
診断項目（血圧高値、脂質異常、血統

高値）、診断項目重積（2 診断項目以上）、

高血圧症発症のリスクになるかどう

かを検討した。対象は、1994 年～2010
年に NTT 西日本京都病院で人間ドッ

クを受診した 25,255 人のうち、CT で

腹 腔 内 内 臓 脂 肪 面 積 
(Intra-abdominal fat area; IAFA) 測
定検査を受けた者を対象とし、IAFA
と 各 イ ベ ン ト 発 症 の 関 連 を

Kaplan-Meier 法を用いて検討した。

また背景因子で調整したうえで Cox
比例ハザードモデルを用いて多変量

解析を行い、上記各イベント発症にお

ける内臓脂肪蓄積の意義を検討した。

同モデルを用い調整後 3年及び 5年発

症率を推定し、3 次スプライン補間法

を用いて IAFAとイベント発症の関係
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を検討した。さらに IAFA と腹部皮下

脂肪面積（Subcutaneous fat area; 
SFA）を中央値で 2 群ずつに分け、そ

の組み合わせの4群間での違いを検討

し た 。 ま た 感 度 分 析 と し て 、

Complete-Case analysis, Available 
Case analysis、多重代入法による補

完を行った場合の解析を行う。IAFA
と SFA は平均値および IAFA 100cm2

をカットオフ値とした場合でも検討

を行った。 

 
（平成 25 年度） 
 おもに我が国の肥満政策俯瞰のた

め、肥満政策の根拠となる研究として、

これまでのコホート研究等から得ら

れた肥満やメタボリック症候群およ

び関連疾患に関する知見について情

報収集を行った。また、我が国および

諸外国の肥満・関連疾患予防に対する、

実施された政策の具体的事例、提案さ

れた政策、政策の評価に関する情報を

それぞれ収集した。検索データベース

は、MEDLINE、Cochrane library、
Web of Science、医中誌 Web を用い、

肥満と生活習慣病発症の関連を検討

した研究を抽出した。対象言語は英語

と日本語とした。関連するレビューと

その参考文献や学会などでも情報収

集を行った。 
また、調査の中で、我が国の政策及

び政策評価研究に関しては、厚生労働

科学研究補助金により包括的に実施

されていることが多く、その詳細な報

告は総合研究報告書として発表され

ていることが多いことが判明し、厚生

労働科学研究成果データベースより、

論文として未発表の知見も含めた検

索を実施した。このデータベースにあ

る総合研究報告書は平成 16 年以降の

ものであり、その点を考慮し、政策に

対する検索語は「特定健診」「保健指

導」「健康日本 21」「食事バランスガ

イド」「食生活改善普及運動」「運動指

針」「エクササイズガイド」とした。

対象は、すでに研究が終了し総合研究

報告書が提出されているものとした

（検索項目、報告書区分「総合」）。 

 
（倫理面への配慮） 
本研究は、文献・調査研究及び 2 次

利用可能なデータベースから解析す

る研究であり、個人を研究対象者とす

るものではない。 

 
C. 研究結果 
（平成 24 年度） 
C-1. 文献的調査 
 最近、非伝染性疾患に関する国連会

議において、心血管疾患予防および心

血管ヘルスを最大化するために、生活

習慣の改善が早急に必要であること

が確認された。国民の生活習慣改善に

向けて、各国ではさまざまな政策が行

われている。人々を健康的な生活習慣

へ導く教育プログラムやマスメディ

アを利用したキャンペーンは常に行

われているが、持続的な行動変容へ導

くのは難しく、肥満者が多い国では、

国レベルでの規制を始めている。特に

生活習慣改善に対する経済学的なア

プローチの可能性に期待が高まって
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いる。代表的なものは課税制度の導入

であり、これは、果物や野菜などの価

格を安くするよりも、高脂肪で糖分の

多いジャンクフード等に課税するほ

うが効果的であるという研究等が根

拠となっている。例えば、デンマーク

では2011年10月から飽和脂肪酸を含

む食品への課税、2011 年 9 月ハンガ

リーでは砂糖や塩分が多く含まれる

飲食品に課税する通称ポテトチップ

ス税が施行され、そしてフランスでは

2011年 12月より砂糖が添加された炭

酸飲料に課税するソーダ税が承認さ

れた。 
 米国のいくつかの州では、加糖飲料

に課税する制度が実施されており、さ

らに加工食品の塩分に対して課税す

る塩分税への検討が行われている。1
日 3g の減塩により喫煙や肥満、脂質

異常症への介入に匹敵する生活習慣

病予防効果が期待されている。 
我々は、生活習慣の改善のなかで、

食習慣改善と運動増進に対する効果

的ポピュレーションアプローチに関

する情報収集を行った。生活習慣は個

人、社会、経済、規制、マスメディア、

そしてそのほかの環境要因によって

影響されるものである。これらに対す

るポピュレーションアプローチには、

①メディアキャンペーンや啓発活動、

②経済的介入、③ラベルや情報、④学

校や職場における介入、⑤地域の環境

改善、⑥規制や制限の 6 つに分けるこ

とができるが（表 1）、それぞれの項目

で IIa B 以上の有効性のエビデンスが

報告されていた（表 2）。しかし、多く

のエビデンスは欧米からの報告であ

り、身体の脂肪分布に特殊性のある日

本人を含めたアジアからの報告は少

なかった。生活習慣病予防のためのラ

イフスタイル改善に対する最適な方

法は、未だ明らかではない。個人レベ

ルのアプローチは特定集団において

は有用であるが、集団レベルへの適応

は難しく、またその効果の長期継続性

は不明であった。 

 
C-2. 国際学会での情報収集 
(1) Europrevent 2012（2012 年 5 月

3-5 日、上嶋） 
 肥満は先進国の問題としてとらえ

られがちであるが、新興国にもその影

響が及びつつある喫緊の課題である

ことが再認識された。また、低所得者

層の小児に肥満が増えていることに

関する発表（Kcanc, E.）では、満腹

感を得るための摂食行動として、同じ

コストであれば野菜類よりもファス

トフードを好むなどの問題や、親の食

事の影響などのディスカッションが

あり、医療政策以外の経済政策、教育

に関する幅広い視野が必要とされた。

さらに教育に関しては School-based
での運動介入が体重増加を抑制する

という前向き無作為割り付けの臨床

試験（Juven TUM3）の結果発表もあ

った（Siegrist, M.）。また、内臓脂肪

は腹部だけでなく胸部内臓脂肪蓄積

が冠動脈イベントに関連するとの報

告もあったが（Caetano, F.）、測定方

法の基準化が難しく、直ちにガイドラ

インレベルの方針とはなりえないと
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の見解であった。同時に、腹部内臓脂

肪の話題の中で評価方法についての

議論もあり（Cornelisse, V.）、政策提

言レベルの大規模なデータの取り扱

いについては腹囲を当面の主たる方

法とするが、被爆のないインピーダン

ス法などで繰り返し腹部内臓脂肪測

定が可能になれば、一般健診への導入

も可能かもしれないとのコメントも

あった。 

 Preventive Cardiology: Making it 
Work というシンポジウムでは、患者

教育の実施者として家庭医の役割を

強化すべきとの意見もあったが

（Hobbs, FDR.）、本邦とは家庭医の

位置づけが異なるため難しさを感じ

た。また、病院の機能の一部としてで

はなく、別組織として予防プログラム

を実施する専門機関創設の提言もあ

った（Gohlke, H.）。New Guidelines 

for Preventing Atherosclerosis: East 
and West というシンポジウムでは、

本邦の現状報告として、代田教授（順

天堂大学）から日本の心血管疾患の発

症頻度に関わる発表と、朔教授（福岡

大学）から 2012 年改訂の本邦の動脈

硬化予防ガイドラインの説明があっ

た。本邦の心血管疾患の発症頻度の低

さが大きな話題となり、民族差を指摘

する意見もあったが、米国での日系二

世・三世などではその発症頻度が高く

なることから、民族差よりライフスタ

イルの影響が強いことが示され、予防

政策におけるライフスタイルへの介

入の重要性が再確認された。 
 Europrevent 2012 の開催母体とな

る European Society of Cardiology
（ESC）が、会場ブースで Health 
Professional Toolkit というキットを

無料で提供していた。内容は ESC よ

り発表された種々のガイドラインを

まとめたCDやパンフレットはもとよ

り、“How Happy Is Your Heart”や

“European High Risk Chart”とい

った、一般住民に対する啓発ポスター

も含まれており、学会活動の幅広さを

感じた（資料 1）。これらの工夫は、本

邦でも一般啓発に有用なツールにな

り得ると考えられた。本邦の種々の学

会から「治療ガイドライン」は公表さ

れているが、健常人を対象とした「予

防ガイドライン」はあまり公表されて

おらず、今後の課題と考えた。 
なお、翌年の Europrevent 2013 で

は、循環器疾患の予防に関わる世界の

22 学会による、Global Forum: CVD 
Prevention in Clinical Practice が開

催され、国際的かつ継続的な予防活動

の合意が得られた。本活動には、研究

分担者の上嶋が理事を務める日本心

臓リハビリテーション学会も参画し

ており、欧米の予防医学関連学会から

の情報収集の一助となると考えてい

る。 
 以上、本学会への参加から、肥満対

策は単なる健康政策だけでなく、経済

的側面、教育的側面からも考慮すべき

視野の広さが求められること、医療機

関や学会なども含めた情報発信など、

多面的展開が必要と考えた。 

 
(2）Hypertension Sydney 2012（2012
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年 9 月 30-10 月 4 日、上嶋、笠原、保

野、藤本） 
 ポスターセッションでは、横断研究

として 18 歳以上のマレーシア人を対

象に 2007-2010 年の過体重（BMI≧
23 kg/m2）、肥満（BMI≧27.5 kg/m2）

の割合が報告された（Nasir, NM.）。
年齢補正した過体重、肥満の割合は、

それぞれ 38.3%、34.0%と 1996 年の

16.6%、4.4%、2006 年の 29.1%、14.0%
と比較し、過体重、肥満の割合は増加

しており、東南アジアの国でも肥満者

数の増加が問題となっていることが

確認された。また、生活習慣への介入

に関しては、日本人を対象にオムロン

社が開発した「Wellness LINK」（資

料 1）というシステムを用いた結果が

報告された（Shiga, T.）。このシステ

ムでは、体組成、身体活動量、血圧測

定データをインターネットを介して

収集し、それを基に生活習慣の改善に

関するアドバイスを提供するもので

ある。今回は、主に血圧に関する報告

であったが、このシステムを用いた生

活習慣の改善の将来が示唆されたが、

費用の面での問題点も指摘された。 
また、欧米の高血圧治療ガイドライ

ンでは、欧米食を中心とした DASH
食 （ Dietary Approaches to Stop 
Hypertension）が推奨されているが、

Koideらは低脂肪で野菜が多く含まれ

魚主体の和食を基にした DASH 食を

330 名の高血圧患者に推奨した結果、

40％の患者で血圧低下が認められた

と報告した。日本食は健康に有用であ

ることは世界的にも認められており、

日本高血圧学会でも和食を基にした

DASH 食 を 日 本 高 血 圧 学 会 
(JSH2009) で提唱している。和食に

基づく DASH 食の有用性を広く推奨

することは重要である。食事に関して

は、「Lifestyle and Nutrition」の中で、

蛋白摂取量と血圧との関係に関する

メタ解析から、炭水化物摂取と比較し、

タンパク質を多く摂取することは血

圧低下と関連するとの報告があった

（Kelly, TN.）。現在、肥満に対する炭

水化物制限食が注目されており、肥満

のみならず血圧への好影響が期待さ

れる結果であったが、長期的な効果に

ついては今後の検討課題とされてい

た。さらに、腎機能異常を伴わない肥

満患者（平均年齢 55±1 歳; BMI 32.7
±0.6 kg/m2）を対象に、食事ダイエ

ット群、食事ダイエット+有酸素運動

群、コントロール群の 3 群に無作為割

り付けし、12 週間経過観察した結果、

食事ダイエット群、食事ダイエット+
有酸素運動群ではそれぞれ体重が

8.2％および 10.7％減少した。推算糸

球体濾過量（eGFR）も両群でそれぞ

れ増加したが、増加の程度は食事ダイ

エット群よりも食事ダイエット+有酸

素運動群でより大きかった。さらに、

血症レニン活性と高感度Ｃ反応性蛋

白は食事ダイエット＋有酸素運動を

行 う 群 で の み 減 少 し て い た

（Straznicky, NE.）。運動療法の有用

性が示され、食事だけでなく運動介入

も政策に盛り込むことを考慮する必

要が考えられた。 
正常人の検診データにより BMI と
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血圧の関連をみた研究では、正常血圧

の男性 16,640 例（平均年齢 41.7 歳、

平均 BMI 23.1 kg/m2）について、5
年間で BMI が 1.1 以上減少した減少

群、増減 1.1 未満の不変群、1.1 以上

増加した増加群の３群にわけ、それぞ

れの血圧変化を調べた。その結果、

BMI 減少群では血圧は 127.0/78.9 
mmHg が 120.5/74.9 mmHg に、不変

群 で は 122.7/75.8 mmHg が

120.4/74.7 mmHg にいずれも有意に

低下しており、増加群では 121.3/74.4 
mmHgが 121.9/75.8 mmHgに有意に

上昇していた（Mandai, N.）。同様に

女性についての報告もあり、正常血圧

の女性 10,184 例（平均年齢 45.0 歳、

平均 BMI 21.1 kg/m2）について、上

記と同様の方法でそれぞれの血圧変

化を検討した結果、BMI 減少群では血

圧は 119.1/72.1 mmHg が 113.8/68.6 
mmHg に、不変群では 114.9/72.1 
mmHg が 112.7/68.1 mmHg に、増加

群 で は 113.6/69.6 mmHg が

114.3/69.6 mmHg と収縮期血圧が有

意に上昇していた（Chishaki, H.）。
これら BMI の変化と血圧の関係をみ

た男女別の２報から、血圧正常者にお

ける BMI の増加は血圧上昇を伴うた

め、正常者においても BMI の増加に

は注意すべきであり、BMI の増加傾向

を有する健常者も介入の対象となり

得ることが示唆された。 
さらに 7～20 才の小児および少年

を BMI から肥満群 35 例、過体重群

11 例、正常群 21 例の 3 群に分類し、

おのおの 24 時間血圧計を実施して血

圧変動を比較検討した。その結果、肥

満および過体重群は正常群に比べ、終

日、日中、夜間血圧いずれの血圧も有

意に高かったことを報告した（Kim, 
NS.）。小児や少年においても肥満者は

血圧に問題があり、小児の時期から肥

満に注意する指導が必要とされた。実

際、小児肥満の 70％は成人肥満に移

行するとのディスカッションもあり、

小児期からの肥満対策は重要な課題

と考えられた。 
以上、肥満と高血圧を中心とした生

活習慣病発症との報告は多数あり、時

代の変遷に関わらず、肥満は生活習慣

病発症の危険因子であることが確認

できた。今後、我が国の肥満および肥

満関連疾患（特に、高血圧）の対策を

立てる上で、食事療法はもとより、運

動療法も付加する治療として重要な

位置づけにあること、小児期からの介

入も政策上考慮する必要があると考

えられた。 

 
(3) 1st American Diabetes 
Association Middle East Congress 
（2012 年 12 月 2-6 日、田中） 
 糖尿病は、肥満と関連している重要

な疾患である。糖尿病と肥満の罹患に

関しては、欧米系民族とアジア系民族

では、罹患の頻度や傾向に異質性がみ

られるといわれ、アジア諸国での議論

を持つことは非常に重要である。1st 

American Diabetes Association, 
Middle East Congress はアメリカ

糖尿病学会のアジア諸国を中心とし

て行われた初の学会であり、アジア諸
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国における糖尿病疾患の治療・疫学に

ついて 3 日にわたり発表が行われ、半

数は欧米、半数はアジアからの発表で

あった。また、アジアからの肥満に関

する発表うち、半数がアラブ首長国連

邦、次いで中国、韓国からであり、日

本からの発表はみられなかった。これ

らの発表の中に、肥満に関する分析疫

学・記述疫学の記載がみられた。

Adjune, A.らはアラブ首長国連邦にお

ける BMI と高血圧、糖尿病、脂質異

常症など心血管発症の危険因子の有

病率との関連評価を行い、BMI 高値は

各危険因子の有病率と有意に関連し

ていることを示した。この研究は

56,031 例を対象とした大規模な観察

研究であるが、平均BMIは29.4 kg/m2

と日本人の平均 BMI よりも高値であ

り、同じアジア諸国でも東アジアと中

東アジアでは肥満の分布が大きく異

なることが示唆され、中東アジアを対

象とした研究結果の解釈には注意を

要すると考えられた。一方、Choi、SB.
らの発表の中に、韓国人の肥満の分布

について示されていたが、BMI 25 
kg/m2 以上の男性は 30％前後と述べ

られており、日本と似た傾向であった。

遺伝的背景が極めて近く、また肥満の

分布も我が国に近い韓国の肥満対策

については、参考資料として利用でき

ると考えられた。また、肥満と関連し

た食事指導や生活習慣介入などの発

表があった。Al-Ozairi, A.らは糖尿病

や肥満症例の生活指導に関して、家族

も一緒に指導を行うか否かのランダ

ム化試験を行い、エンドポイントであ

るコンプライアンスと HbA1c につい

て有意差が見られたものの、BMI に関

しては有意差が見られなかったこと

を報告した。但し、これらの発表は、

介入効果の検討が主要課題であり、生

活習慣指導・食品の課税などが実際に

政策に利用されていると明言されて

いるものはみられなかった。 
 本学会でも肥満に関する話題が取

り上げられ、肥満が欧米とアジアで罹

患傾向・頻度に差がみられることを踏

まえると、今後もアジア諸国が中心と

なる貴重な議論の場となることが考

えられる。本学会への参加から、生活

習慣の指導や諸国の糖尿病・肥満の記

述疫学などの情報が得られた。これら

は、新しい政策を提案・評価する際の、

シミュレーションの基礎情報として

利用することが考えられた。 

 
(4）American College of Cardiology 
(ACC) 2013 （2013 年 3 月 9-11 日、

上嶋、保野） 
 ACC 2013 では、Learning pathway
として 19 のテーマに沿って講演が行

われ、主に Prevention と題した

pathway に参加し、肥満および肥満関

連疾患対策に関する情報収集を行っ

た。Arnett, DK. は、米国心臓病学会

（ AHA ） の cardiovascular (CV) 
health に関する取組みついて講演を

行った。AHA は、CV health を新た

なコンセプトとして位置づけ、これま

での高血圧、糖尿病、脂質異常症とい

った心血管病の危険因子への治療介

入の重要性に加え、より良い公衆衛生
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を達成するための機会を提供し、根本

的な予防に焦点を当てている。ま

ず、”Life’s Simple 7” として、一般住

民 に 対 し て 、 ① 非 喫 煙  (Stop 
Smoking)、②健康体重の維持（Lose 
Weight, BMI<25 kg/m2）、③適切な身

体活動量の維持 (Get Active)、④健康

的な食習慣 (Eat Better)、⑤血圧の管

理 (Manage Blood Pressure)、⑥コレ

ス テ ロ ー ル の 管 理  (Control 
Cholesterol)、⑦至適血糖値の維持 
(Reduce Blood Sugar) の 7 つの原則

を提唱している。AHA のホームペー

ジ上には、これら7項目に関して、「My 
Life Check」という自己診断ツールを

提供し、個人の行動変容を促している

（資料 3）。しかしながら、各個人レベ

ルでの行動変容のみではより良い公

衆衛生を達成することは難しく、社会

環境の整備や国の施策を含んだ包括

的な対策の重要性も報告された。コミ

ュニティーレベルでの AHA の推奨は

いくつか提示されたが、興味深かった

のは、学校での健康的な食事の提供、

安全かつ簡便に運動を行える環境の

整備であった。Franklin, BA. の肥満

を含む予防プログラムに重要性つい

て の 講 演 で は 、 初 め に 、

INTERHEART study の結果から、心

筋梗塞の新規発症は、肥満、たばこ、

脂質異常、高血圧、糖尿病により 80%
が予測されることを紹介し、肥満およ

び肥満関連疾患の発症予防の重要性

を指摘した。次に、食習慣、運動習慣

と総死亡リスクについて言及し、特に

身体活動の増加させることの重要性

を指摘した。さらに、Stone, NJ.も、

肥満および肥満関連疾患の発症予防

における健康的な食事の重要性につ

いて講演を行った。Foody, JM. は、

米国心臓病学会の取り組みとして、ス

マートフォンといった mobile device
に対応した医学教育アプリである

CardioSmart（資料 4）を紹介した。

CardioSmart は、より良い公衆衛生、

より低い医療費コスト、より良い患者

ケアーを達成することを目的とした

アプリである。Mobile device を用い

る利点としては、その普及率が高いこ

とに加え、①コンピューターの機能性

と携帯性を合わせ持つこと、②コンピ

ューターよりコストが低いこと、③ワ

イアレスでインターネットに接続で

きること、④アプリに対応しているこ

とを挙げた。医学情報を提供するアプ

リとしては、対象者により、専門家を

対象とした medical app（医学アプリ）

と一般人を対象とし主に運動や食事

に関する health app（健康アプリ）に

大別される。我が国では、厚生労働省、

各学会のホームページ上に、医学教育

に関する情報は既に提供されている

が、一般人が的確なサイトに辿り着く

には時間もかかる。我が国でも、スマ

ートフォンなどの mobile device の普

及率は高くなりつつあり、専門家によ

り体系的まとめられた情報を集約し

たアプリを作成して国民に無償で提

供することは、肥満および肥満関連疾

患対策の有用な手段になり得るので

はと考えられた。 
 我が国の肥満および肥満関連疾患
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の対策を立てる上で、日本人と米国人

では遺伝的背景、生活習慣が大きく異

なるものの、肥満大国である米国のこ

れまでの取り組みを参考にすること

は重要と考えた。特に、アプリを用い

た公衆衛生活動は、我が国でも転用可

能な施策の一つであると考えた。 

 
C-3. 日本人における内臓脂肪蓄積の

意義 
(1) 内臓脂肪蓄積とメタボリック症候

群診断項目発症に関する研究 
 平均 3.6 年の観察期間において、血

圧高値の新規発症は男性 35.2%、女性

24.4%、脂質異常は男性 30.9%、女性

17.9%、血糖高値は男性 12.8%、女性

11.4%であった。これらの発症リスク

は、IAFA の増加に伴い直線的に増加

した。多変量解析では、IAFA が 10 
cm2 増加ごとの調整ハザード比

(HR)・95%信頼区間 (CI) は、1.08 
(1.05-1.13, p<0.01)であり、IAFA は

MetS 診断項目新規発症に対する有意

な予測因子であることが明らかとな

った。更に、非肥満者（BMI <25 kg/m2）

肥満者（BMI ≥25 kg/m2）での交互作

用は認めず、非肥満者においても内臓

脂肪蓄積によりMetS診断項目発症リ

スクとなることが明らかになった。

(Nakao YM, 2012). 
 
(2) 内臓脂肪蓄積と MetS 重積発症に

関する研究 
 平均観察期間 4.2 年において、MetS
重積は 29%に認めた。多変量解析では、

IAFA, SFA, BMI 1 標準偏差増加毎の

調整HRは1.19 (1.10-1.28, p<0.001)、
1.12 (1.04-1.21, p=0.005) 、 1.11 
(1.03-1.20, p=0.006) といずれの肥

満指標もMetS重積発症の有意な予測

因子となったが、IAFA の p 値は最も

低く、そして HR は最も高値であった

ことより、IAFA の予測能が最も高い

可能性が示唆された。さらに BMI を

加えて調整すると、IAFA のみが有意

な予測因子となった。同多変量解析モ

デルを用い、IAFA と 5 年発症率の関

係を3次スプライン補完法にて検討す

ると、その関係は直線的であることが

判明した。さらに、IAFA, SFA の中央

値で 4 つのグループに分類し、内臓脂

肪蓄積の意義を検討した。多変量解析

では、内臓脂肪(-)皮下脂肪(-)を基準と

すると、内臓脂肪(-)皮下脂肪(+)、内臓

脂肪(+)皮下脂肪(-)、内臓脂肪(+)皮下

脂肪(+)の順に有意に HR が上昇した

(p<0.001)。 

 
(3) 内臓脂肪蓄積と高血圧発症に関す

る研究 
 縦断的解析により高血圧発症にお

ける内臓脂肪蓄積の意義を検討した。

MERLOT コホート 25,255 人のうち、

CT で IAFA 測定検査を受けた者で、

高血圧を発症しておらず、また高血圧

および糖尿病治療中でない2,899人を

対象とした。平均 4.9 年の観察期間に

おいて、26.3％の高血圧発症を認めた。

高血圧発症に対する IAFA 10cm2増加

毎の調整 HR は、1.08 (1.06-1.10, 
p<0.001)であり、また BMI で調整後

も有意であったことから、IAFA は、
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BMI と独立して高血圧発症に対する

予測因子であることが示された。高血

圧発症リスクは、IAFA 増加に伴い直

線的に増加し、内臓脂肪蓄積と高血圧

発症リスクの上昇度は、非肥満者と肥

満者とに明らかな差を認めなかった。 

 
（平成 25 年度） 
C-5. 肥満の定義について 
 肥満は、「脂肪組織に脂肪が過剰に

蓄積した状態」と定義される。簡便な

指標としては、体重を身長の二乗で除

した BMI が用いられている。欧米で

は 30 kg/m2 以上が肥満とされている

が、日本では体格などの違い、また肥

満頻度が低くても疾病関与が高いこ

とから 25 kg/m2 以上が肥満と定義さ

れている。一方東アジア諸国では、各

国で少しずつ違った定義になってい

るものの、ほぼ同様の値となっている。

（表 3） 

 
C-6. 我が国の現状 
 平成 24 年国民健康・栄養調査では、

糖尿病有病者と予備軍は約2,050万人

と推計され、平成 9 年以降増加してい

たが、平成 19 年の約 2,210 万人から

初めて減少に転じた。また、同調査に

おいて、BMI 及び主な生活習慣の状況

について、都道府県別に年齢調整を行

い、都道府県別データを並べ高い方か

ら低い方に４区分に分け、上位群（上

位 25％）と下位群（下位 25％）の状

況を比較した結果、BMI、野菜摂取量、

食塩摂取量、歩数、現在習慣的に喫煙

者の割合（男性）で、それぞれ上位群

と下位群の間に有意な差を認めた。こ

のような現状から、どの都道府県のお

いても自発的に生活習慣の改善に取

り組むことのできるような社会環境

を構築するとともに、一方で地域格差

の縮小を目指した政策視点が重要で

あることが示唆された。 

 
C-7. 我が国の政策の変遷 
 我が国における健康増進にかかる

取り組みとして、昭和 53 年より「国

民健康づくり対策」が数次にわたって

展開されてきた（図 1）。第 1 次国民

健康づくり対策では、栄養、運動、休

養を3要素とした健康づくりの健康増

進事業を推進したが、なかでも栄養に

重点がおかれた。昭和 63 年からの第

2 次国民健康づくり対策では、運動習

慣の普及に重点を置き、栄養・運動・

休養のすべての面で均衡のとれた健

康的な生活習慣の確立を目指すこと

とし、取り組みを推進した。平成 12
年からの第3次国民健康づくり対策で

は、一次予防の観点を重視した情報提

供などを行う取り組みを推進した。こ

れらは、我が国の健康水準、新たな健

康課題や社会背景等を踏まえながら、

内容が変遷してきたといえる。 

 
C-8. 我が国の政策に関する研究 
 我が国では、これらの政策と並行し

て政策評価に関する研究が行われて

いた。厚生労働科学研究成果データベ

ースに報告書本文が掲載されている

のは平成 26 年 1 月 20 日現在 498 件

であった。「特定健診」で検索された
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研究は 110 件、そのうち研究が完了し

ているものは 22 件であり、該当研究

は 21 件であった（表 4）。「健康日本

21」で検索された研究は 159 件、その

うち研究が完了しているものは 16 件

であり、該当研究は 15 件であった（表

5）。「食事バランスガイド」で検索さ

れた研究は 14 件、うち終了は 6 件で

あり、該当研究は 6 件であった（表 6）。
なお、「食生活改善普及運動」で検索

された研究はなかった。「運動指針」

あるいは「エクササイズガイド」で検

索された 22 件うち完了している研究

は 5 件であり、該当研究は 5 件であっ

た（表 7）。 

  
D. 考察 
肥満は、世界的な流行となっている。

小児の肥満も増加しており、過体重・

肥満者は 2030 年には 20 億人に達す

るといわれている。時代の変遷に関わ

らず、世界的に肥満は生活習慣病発症

の危険因子であることが確認できた。

ともすれば、肥満は先進国のみの問題

としてとらえられがちであるが、新興

国にもその影響が及びつつある喫緊

の課題であることが再認識された。 
日本では、経済の発展や食事の欧米

化にも関わらず、先進国の中でも過体

重や肥満者の割合は比較的低い。しか

しながら、日本においても肥満の主要

な帰結の一つである2型糖尿病の有病

率が急速に米国に近づいている。また、

日本人は BMI が低値でも糖尿病を発

症する傾向にあり、糖尿病を含めた生

活習慣病に対する遺伝的感受性がよ

り高いと考えられ、西欧的食習慣が組

み合わさることにより、明らかな肥満

でなくとも生活習慣病が発症すると

考えられている。つまり、日本人は脂

肪量よりも脂肪分布に特徴があると

も考えられる。我々は MERLOT 研究

において、縦断的解析により CT で測

定した IAFA が MetS 診断項目発症の

有意な予測因子であることを報告し

た(Nakao YM, et al. 2012)。また、非肥

満者（BMI <25 kg/m2）においても肥

満者（BMI≧25 kg/m2）同様に内臓脂

肪蓄積がリスクになることを示し、日

本人における内臓脂肪蓄積の意義に

ついて明らかにした (Nakao YM, et al. 

2012)。 
生活習慣病予防を目指した、人々の行

動変容へのアプローチは各国の政策

実施者の注目するところであり、多く

の研究が行われている。人の行動は、

古典的には2つのシステムによって形

成されていると考えられている。つま

り、”reflective, goal oriented system 
（熟慮・目標思考型システム）”と ”
automatic, affective system （自動・

衝動システム）” である。これまでの

行動変容に対するヘルスプロモーシ

ョンは、前者に働きかけるものが主流

であった。つまり、肥満や生活習慣病

に関する情報を与え、考えや態度を変

え、将来の健康への動機づけを促すも

のである。このような方法はやや効果

的ではあるが十分ではなく、他の手法

が検討されてきた。不健康な行動へつ

ながるきっかけをなくし、特定の選択

肢を選ばせようとするナッジは、その
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効果が期待されている。しかし、現時

点でナッジ単独で人々の健康を向上

させるというエビデンスは弱乏しく、

ナッジの有効性と忍容性の検証のた

め、一次調査および現存するエビデン

スの統合が必要と考えられている。ま

た、合わせて規制や経済的介入なども

比較検討されてきた。特定の栄養成分

の含有制限や課税は比較的高いエビ

デンスレベルが報告されているが、持

続的な介入と実際の効果、またその評

価は非常に多くの問題を含んでいる。

たとえば、課税制度は推奨グレード

IIa エビデンスレベル B と評価され

ているが、2011 年 10 月から世界で初

めて高脂肪食品への課税制度を導入

したデンマークは、導入わずか 1 年で

同制度を廃止することを決めた。この

制度は、2.3%以上の飽和脂肪酸を含む

バターや乳製品、肉類などの食品に対

し、飽和脂肪酸 1kg あたり 16 クロー

ネを課税し、購入を抑制することで脂

肪摂取量を減少させ、健康増進につな

げることが目的であった。導入以降、

食品会社の管理費用が増大し、雇用状

況が悪化する一方で、消費者はより安

い食品を近隣のドイツやスウェーデ

ンで購入するようになったと報告さ

れている。また、同国は 2013 年より

加糖食品への課税（すでに導入されて

いるチョコレートやソフトドリンク

等に加え、ヨーグルト、ジャム、ピク

ルス、ケチャップ等を対象）も導入予

定であったが、中止となった。有効性

が認められる介入政策であっても、効

果はすぐには実感しにくく、また一方

で経済的な状況から「増税」に対する

一般市民の理解が得られにくい中、持

続的な介入が難しいことも示唆され

た。さらに、すでに米国や欧州のいく

つかの国では加糖飲料に課税する制

度が実施されており、さらに加工食品

の塩分に対して課税する塩分税への

検討が行われている。1 日 3g の減塩

により、喫煙および肥満や脂質異常症

への介入に匹敵する効果が得られる

の検討結果が報告されている。一方で、

特定の栄養素など原因の1つにだけ介

入を行っても解決にならないとの批

判や、課税よりも食品メーカーの自発

的な減塩のほうが費用対効果がより

高いことも報告されており、課税によ

る強制的な減塩戦略よりも食品メー

カーとの連携もより重要となると考

えられている。肥満の蔓延が深刻な欧

米諸国の肥満政策は、国レベルのもの

としては税規制等が実施されている

が、目標とする効果が得られず、また

継続困難と判断され中止された国も

あった。我が国で、糖尿病等の生活習

慣病発症予防、医療費適正化を目指し

て平成 20 年度からはじまった特定健

診・保健指導制度では、保健指導の長

期的効果も明らかとなっており、一定

の効果を得ていると考えられた。 
一方、健康政策は非常に重要な意義

を持つが、経済政策や教育政策との連

携も不可欠であり、また、関連学会な

どによる健常者を対象にした「予防ガ

イドライン」の策定も重要課題である

と考えた。中でも、肥満政策において

は食事と運動への介入が必要である
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が、欧米化する食生活の和食への回帰

をベースにした食事指導や、エクササ

イズガイド 2006 やエクササイズガイ

ド 2013 に続く運動指導が重要と考え

ている。また、普及の手段としては、

スマートフォンやタブレット端末な

どの利用も視野に入れるべきと考え

た。 
また、政策研究に関しては、我が国

では主に効果の検証や目標設定の妥

当性に関する検討が行われ、地域・ラ

イフステージ別の健康課題を抽出し、

次の施策へ応用されていた。一方、政

策の包括的評価、制度運営、経済分析、

政策目標設定に関する研究なども行

われているが、英語論文として発表さ

れているものは一部であった。 
本研究の限界としては、厚生労働省

研究成果データベースに登録されて

いる総合研究報告書は、平成 16 年度

以降のものであり、それ以前の報告書

にて有用な報告がある可能性がある。 

 
E. 結論 
 本研究を通じて、諸外国と我が国の

肥満および関連疾患の予防に対する

政策やその成果が明らかとなった。諸

外国では肥満および関連疾患への

色々な予防策が検討されているが、一

定条件のもとでは有効とされている

施策であっても、実際実施したところ

予測した結果が得られず、継続困難な

ものも認められた。したがって、有効

性のみならず、文化を加味した実施可

能性の高い施策が必要であると考え

られた。 

 また、日本人は肥満の割合は欧米諸

国に比べ少ないものの、内臓脂肪の蓄

積が生活習慣病発症に強く関連して

いることが示された。我が国の肥満政

策を考えるうえで、BMI により分類さ

れる肥満者は当然のことながら、内臓

脂肪型肥満者も対象とした予防政策

を考慮することが必要であると思わ

れた。日本では肥満および生活習慣病

に関する課題に先駆的に取り組んで

おり、一定の成果を上げている。これ

に関してさらに深く検証するために

は、特定健診や特定保健指導のデータ

に基づく解析が必要と考え、現在われ

われは、ナショナルデータを用いた研

究プロジェクト（メタボリック症候

群・肥満症の臨床疫学研究－ナショナ

ルデータベースを用いた横断・縦断解

析、申出者：上嶋健治）を遂行中であ

る。また、社会環境的・医療経済的な

視点を含めた政策が必要と考えられ、

その成果などについて国際的な発信

も求められていると考え、同プロジェ

クト内でも検討する予定である。 
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（表 1） 世界で試みられている主な肥満政策 

 
規制 

財政措置 
健康教育 

ヘルスプロモーション 
プライマリケア 
ベースの介入 

高脂肪食品等に対する課

税制度 
マスメディア 
キャンペーン 

医師による 
カウンセリング 

食品広告規制や企業自

主規制 
学校での介入 医師・栄養士 

カウンセリング 

食品成分表示の 
義務化 

職場での介入  
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（表 2） 食習慣改善、運動習慣増加に対する有効性のエビデンスのまとめ 

 
1. 食習慣 

 推奨クラ

スとエビ

デンスレ

ベル 

エビデンスの有無 

欧米（北米、欧

州、アーストラ

リア、ニュージ

ーランド等） 

アジア（日本、

香港、韓国、シ

ンガポール等） 

メディアキャンペーン・啓発

活動 
IB ✓ ✓ 

食品表示 IIa B ✓  
経済的介入 
 健康的な食品の低価格化 
 課税 
 インフラ整備 

 
IA 

IIa B 
IIa B 

 
✓ 
✓ 
✓ 

 
 
 
 

学校 
 総合的介入 
 スクールガーデンプログラ

ム 
 果物野菜プログラム 

 
I A 

IIa A 
IIa A 

 
✓ 
✓ 
✓ 

 
 
 
 

職場 
 総合的介入プログラム 
 健康的な食品を購入しやす

く 

 
IIa A 
IIa B 

 
✓ 
✓ 

 
 
 

地域の環境改善 
 スーパーマーケットへのア

クセス改善 

 
IIa B 

 
✓ 

 
✓ 

規制や制限 
 テレビ食品広告規制 
 学校近くの食品広告やマー

ケティングの規制 
 特定の栄養成分の食品への

含有制限 

 
I B 

IIa B 
IIa B 
I B 

 
✓ 
✓ 
✓ 
✓ 

 

 
 
 
 
 
 

（Circulation 2012; 126: 1514-1563.改変） 
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2. 運動習慣 

 推奨クラ

スとエビ

デンスレ

ベル 

エビデンスの有無 

欧米（北米、欧

州、アーストラ

リア、ニュージ

ーランド等） 

アジア（日本、

香港、韓国、シ

ンガポール等） 

階段利用を促す表示 IIa A ✓  
経済的介入 
 ガソリン税の引き上げ 

 
IIa B 

 
✓ 

 
 

学校 
 総合的介入 
 校庭や遊具の整備 
 体育の授業数増加、カリキ

ュラム見直し 
 休み時間の運動 

 
IIa A 
I B 

IIa A/IIb 
A 
 

IIa A 

 
✓ 
✓ 
✓ 

 
✓ 

 
 
 
 

職場 
 総合的介入プログラム 
 フィットネスセンター 

 
IIa A 
IIa B 

 
✓ 
✓ 

 
 
 

地域の環境改善 
 運動スペースの改善 
 土地活用デザインの見直し 

 
IIa B 
IIa B 

 
✓ 
✓ 

 
 
 

（Circulation 2012; 126: 1514-1563.改変） 
推奨クラス 
クラス I： 有益であるという根拠があり，適応であることが一般に同意され

ている  
  クラス IIa： 有益であるという意見が多いもの  
  クラス IIb： 有益であるという意見が少ないもの  
  クラス III： 有益でないまたは有害であり，適応でないことで意見が一致し

ている 
エビデンスレベル 
  レベル A: 複数のランダム化比較試験より得られた情報 
  レベル B: 1 つのランダム化比較試験、あるいは非ランダム化試験より得ら

れた情報 
  レベル C: 専門家のコンセンサス、症例報告など 



 

（表

 

 
 
 

（表 3）肥満の定義の国際比較

 

肥満の定義の国際比較

 

肥満の定義の国際比較 
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（表 4）「特定健診・保健指導」に関する厚生労働科学研究成果 

 
番号 研究年度 研究タイトル 研究代表者 

1 2012 特定健診・保健指導開始後の実態を踏ま

えた新たな課題の整理と、保健指導困難

事例や若年肥満者も含めた新たな保健

指導プログラムの提案に関する研究 

横山 徹爾 

2 2012 生活習慣病予防活動・疾病管理による健

康指標に及ぼす影響と医療費適正化効

果に関する研究 

津下 一代 

3 2012 糖尿病の重症化・合併症予防に資する地

域連携の多角的評価の研究 
春日 雅人 

4 2012 わが国の健康増進事業の現状把握とそ

の評価および今後のあり方に関する調

査研究 

清原 裕 

5 2012 CKD 進展予防のための特定健診と特定

保健指導のあり方に関する研究 
木村 健二郎 

6 2012 慢性腎臓病（CKD）に関する普及啓発の

あり方に関する研究 
秋澤 忠男 

7 2012 成人を対象とした眼検診プログラムの

臨床疫学、医療経済学的評価 
山田 昌和 

8 2011 医療・介護・検診情報を接合した総合的

パネルデータ構築と地域医療における

「根拠に基づく健康政策（ＥＢＨＰ）」

の立案と評価に関する研究 

岩本 康志 

9 2011 口腔機能に応じた保健指導と肥満抑制

やメタボリックシンドローム改善との

関係についての研究 

安藤 雄一 

10 2010 医療保険者による特定健診・特定保健指

導が医療費に及ぼす影響に関する研究 
岡山 明 

11 2010 今後の特定健康診査・保健指導における

慢性腎臓病（CKD）の位置付けに関する

検討 

渡辺 毅 

12 2010 未受診者対策を含めた健診・保健指導を

用いた循環器疾患予防のための地域保

健クリティカルパスの開発と実践に関

岡村 智教 
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する研究 

13 2010 特定保健指導プログラムの成果を最大

化及び最適化する保健指導介入方法に

関する研究 

今井 博久 

14 2010 各種健診データとレセプトデータ等に

よる保健事業の評価に関する研究 
水嶋 春朔 

15 2009 保健指導への活用を前提としたメタボ

リックシンドロームの診断・管理のエビ

デンス創出のための横断・縦断研究 

門脇 孝 

16 2008 生活習慣病対策における健診・保健指導

による行動変容にかかる成功事例の収

集及びガイドラインの作成に関する研

究 

中原 俊隆 

17 2007 レセプトデータでみる医療費適正化政

策の有効性評価に関する研究 
財団法人  

医療経済研究 

社会保険福祉

協会 

18 2007 生活習慣病予防のための効果的な栄養

教育手法に関する研究 
山本 茂 

19 2007 疾病予防サービスの制度に関する研究 永井 良三 

20 2007 健康診査の精度管理に関する研究 渡邊 清明 

21 2007 職域における健康診査の効率的なプロ

トコールに関する研究 
松田 晋也 
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（表 5）健康日本 21 に関する厚生労働科学研究成果 

 
番号 研究年度 研究タイトル 研究代表者 

1 2012 生活習慣病予防活動・疾病管理による健

康指標に及ぼす影響と医療費適正化効

果に関する研究 

津下 一代 

2 2012 肥満残存高血圧合併睡眠時無呼吸患者

に対する防風通聖散及び大柴胡湯の治

療効果の比較と病態生理の解明 

陳 和夫 

3 2012 2010 年国民健康栄養調査対象者の追跡

開始（NIPPON DATA 2010)とＮＩＰＰ

ＯＮ ＤＡＴＡ８０/９０の追跡継続に

関する研究 

三浦 克之 

4 2012 未成年者の喫煙・飲酒状況に関する実態

調査研究 
大井田 隆 

5 2012 健康寿命における鍾愛予測と生活習慣

病対策の費用対効果に関する研究 
橋本 修二 

6 2010 わが国の成人の喫煙行動及び受動喫煙

曝露の実態に関する全国調査 
尾崎 米厚 

7 2010 健康日本 21 の中間評価・糖尿病等の「今

後の生活習慣病対策の推進について（中

間取りまとめ）」を踏まえた今後の生活

習慣病のためのエビデンス構築に関す

る研究 

緒方 裕光 

8 2008 健康寿命の地域指標算定の標準化に関

する研究 
橋本 修二 

9 2007 健康日本２１こころの健康づくりの目

標達成のための休養・睡眠のあり方に関

する根拠に基づく研究 

内山 真 

10 2006 ＮＩＰＰＯＮ ＤＡＴＡ９０の１５年

目の追跡調査による健康寿命およびＡ

ＤＬ、ＱＯＬ低下に影響を与える要因の

分析とＮＩＰＰＯＮ ＤＡＴＡ８０の

１９年追跡調査の分析 

上島 弘嗣 

11 2006 地方健康増進計画の技術的支援に関す

る研究 
河原 和夫 
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12 2006 未成年者の喫煙実態状況に関する調査

研究 
林 謙治 

13 2005 国民健康・栄養調査における各種指標の

設定及び精度の向上に関する研究 
吉池 信男 

14 2004 健康日本２１計画の改訂と改善に資す

る基礎研究 
長谷川 敏彦 

15 2004 行動科学に基づく栄養教育と支援的環

境づくりによる地域住民の望ましい食

習慣形成に関する研究 

武見 ゆかり 
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（表 6）「食事バランスガイド」に関する厚生労働科学研究成果 

 
番号 研究年度 研究タイトル 研究代表者 

1 2010 胎児期から乳幼児期を通じた発育・食生

活支援プログラムの開発と応用に関す

る研究 

瀧本 秀美 

2 2009 日本人の食事摂取基準の活用方法に関

する検討 
由田 克士 

3 2008 食事バランスガイドを活用した栄養教

育・食環境づくりの手法に関する研究 
武見 ゆかり 

4 2008 食品の安全についての普及啓発のため

のツールおよびプログラムの開発に関

する研究 

丸井 英二 

5 2007 生活習慣病予防のための効果的な栄養

教育手法に関する研究 
山本 茂 

6 2006 若い女性の食生活はこのままで良いの

か？次世代の健康を考慮に入れた栄養

学・予防医学的検討 

吉池 信男 

 
 
  



25 
 

（表 7）「運動指針・エクササイズガイド」に関する厚生労働科学研究成果 

 
番号 研究年度 研究タイトル 研究代表者 

1 2012 健康づくりのための運動基準・運動指針

改定ならびに普及・啓発に関する研究 
宮地 元彦 

2 2009 健康づくりのための運動基準・エクササ

イズガイド改定に関する研究 
田畑 泉 

3 2008 エネルギー必要量推定法に関する基盤

的研究 
田中 茂穂 

4 2008 生活習慣病一次予防に必要な身体活動

量・体力基準値策定を目的とした大規模

介入研究 

高橋 佳子 

5 2006 「健康づくりのための運動指針」に関す

る研究－身体活動量増加による生活習

慣病の一次予防効果－ 

田畑 泉 
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